
商工会議所の中小企業
支援について

平成２０年７月２５日

日本商工会議所情報化推進部

ITコーディネータ届出組織
地域ワークショップ資料



【はじめに】

ＩＴコーディネータ制度及びＩＴコーディネータ
協会の発足に日本商工会議所は支援団体として参
画。日本商工会議所常務理事 宮城 勉はＩＴ
コーディネータ協会副会長をしております。

「ＩＴ経営応援隊事業」には、日商及び各地商工
会議所も事業参画し、平成20年度事業では日商が
応援隊事務局に参画しました。

本資料は、ＩＴコーディネータの皆様に各地商工
会議所をお知りいただくことを目的に作成してお
ります。
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商工会議所の実態
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【商工会議所とは】

「商工会議所法」に基づく特別認可法人。

「会員組織」。ただし、小規模事業者を対象
とした経営支援事業では会員・非会員に関わ
らない事業活動を行っています。

特に、次の原則での運営が義務付けられてい
ることが特徴的。（法第４条）

（１）営利を目的としてはならない。
（２）特定の個人又は法人その他の団体の利

益を目的として、その事業を行ってはなら
ない。
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【日本商工会議所と各地商工会議所】

日本商工会議所（日商）は、各地商工会議所を会
員とする団体。（会費で運営されている団体。）

日商は、「全国の商工会議所を総合調整し、その
意見を代表し、国内及び国外の経済団体と提携す
ること等によって、商工会議所の健全な発達を図
り、もってわが国商工業の振興に寄与すること」
（法第６４条）を目的とします。

各地商工会議所はあくまでも独立採算であり、日
商との関係には、会社組織で言う「本店－支店関
係」はありません。
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【商工会議所の性格】

地域総合経済団体
地区内の全ての商工業の総合的な改善を図るた

めの活動を展開

主要経済３団体
日本経団連、経済同友会とともに財界としての

意見提言活動

中小企業関係４団体
全国商店街振興組合連合会、全国商工会連合会、

全国中小企業団体中央会と適宜連携し、中小企業
の支援策を意見提言
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会社組織に例えると、「会頭」が「会長」、「専務理事」
が「社長」に当たる。

非常勤役員（会頭・副会頭・常議員・監事）
常勤役員（専務理事、理事）
事務局（事務局長、総務部長、中小企業相談所長、

職員、経営指導員・補助員）

【商工会議所の組織】

8



【商工会議所の組織（２）】

＜商工会議所のＩＴ担当とは＞

商工会議所の業務は多岐に亘り、また昨
今の補助金等の削減を受け少ない人員で
の運営を強いられ、他の業務との兼任が
多い。

ＩＴスキルの関係上、若手職員に任せら
れていることが多い。

会議所予算は中小企業ニーズに比例し、
配分されるが、ＩＴ予算は圧倒的に少な
い。
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「忙しい」、「若い」、「予算が少ない」



【事業取組みの際の商工会議所の留意事項】

「トライ・アンド・エラーはなじまない」
商工会議所は、会員企業との「信頼関係」を大切にしてい

ます。（実績重視。初モノは敬遠したい。）

「商工会議所ニーズは会員企業ニーズ」
商工会議所職員を説得できなければ、中小企業者には届き

ません。

「まず経営者の頭のハエを追う」
「まずＩＴ化ありき」でなく、まずは中小企業経営者の悩

み（頭のハエ）を追い払ってあげて下さい。「信頼」される
立場になり、身の丈にあった処方を分かりやすく提示してく
ださい。
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【商工会議所の中小企業支援】

経営支援事業
（１）個別指導（窓口・巡回）

商工会議所の経営指導員が担当します。
この親身な関係づくりが「信頼」の源泉。

（２）集団指導（セミナー・講習会）
法務、税務、労務、経営等の多岐にわたるテー
マで実施されています。

（３）専門指導（法務、税務、労務、経営
等）

⇒弁護士、税理士、社会保険労務士、中小
企業診断士等の方々との連携（府県によっては

ＩＴコーディネータが含まれる場所も。）
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中小企業の実態
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中小企業の実態

中小企業の数 ： 約419.8万社
(会社数+個人事業者数)

全企業に占める割合 ： 99.7％

全雇用者に占める割合 ： 69.4％
（総務省「事業所・企業統計調査」(2006年)を再編加工 ）

雇用者は約3,000万人
経営者・家族を含めると5,000万～6,000万人

※うち小規模企業：約366.3万社

※うち小規模企業：87.0％

日本人の約半数が中小企業に従事
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日本の労働生産性の現状と国際比較
◆日本の労働生産性は第20位、米国の7割程度、Ｇ７平均より低い

※労働生産性＝付加価値額÷労働投入量（従業員数）
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◆大企業に比べて中小企業では労働生産性の水準が低い

大企業と中小企業の生産性比較

※労働生産性＝付加価値額÷労働投入量（従業員数）
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（単位：万円）
2000
年

2001
年

2002
年

2003
年

2004
年

2005
年

2006
年

大企業 12.53 12.13 12.22 12.72 13.09 13.36 13.60 

中小企業 5.05 5.10 5.09 4.79 4.86 4.50 4.46 

労働生産性の推移
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差は拡大
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下落
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（単位：％）
2000
年

2001
年

2002
年

2003
年

2004
年

2005
年

2006
年

大企業 52.74 54.92 52.98 50.89 47.63 45.95 44.96 

中小企業 87.52 87.31 90.21 84.35 84.46 85.44 84.84 

労働分配率の推移
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（％）

大企業と中小企業の
労働分配率には

これほどの格差が
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中小企業の果たす役割

産業活力や地域経済を支える重要な担い手
雇用創出の面からも極めて重要な存在

中小企業の活力強化
地 域 産 業 の 活 性 化

日本経済の回復
持続的な経済成長

だからこそ……
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中小企業のＩＴ利用の実態

日商では平成１９年度、経済産業省の委託事業として、全国都道
府県所在地から無作為抽出した中小企業１,８６０社全社への聞
き取り調査を実施。（調査時期：平成１９年１０月～１２月）本
調査に基づき中小企業のIT利用の実態概要をご報告する。

従来の中小企業のIT化実態調査については、経済産業省・中小企
業庁サイドに、現場の実態を必ずしも反映していないのではない
か、との問題意識。
例えば、中小企業庁の平成１５年調査では、中小企業の電子申

請率が既に５０％超となっていた。
（郵送調査では、IT化に積極的な中小企業の回答が多数を占める
ため、実態よりも良い数値となる傾向がみられる。）
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○日商調査に基づき、中小企業のＩＴ利用の実態についてレビューする。�　（）○中小企業の実態としては、ＰＣとネットは導入済み、ワープロ・表計算ソフト（ＯＦＦＩＣＥソフト）は利用している。業務ソフトとしては、7割以上が財務ソフトを導入している程度。本格的な業務ソフトの導入はこれからと言ったところが大半。　ましては、電子申請の取り組みはまだこれから。



小規模企業の実態

平成１９年度の日商調査によれば、小規模企業は９
割以上がＰＣを装備し、８割５分以上がインター
ネットにアクセスしている。一方で、業務アプリの
導入については導入率の高い財務会計でも５割弱。
他の販売管理４割弱、顧客管理３割と、導入率が低
い。

「ヒト、モノ、カネ」が揃っていないため、日銭を
産み出す基幹業務に手をつけることに極めて保守的
であると推察できる。一方、以前にＩＴ導入で失敗
した「ＩＴトラウマ」、パソコン嫌い・横文字嫌い
と言った「ＩＴ嫌い」も多いことが推察される。
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小規模企業の実態（２）

商工会議所経営指導員によると、小規模事業
経営者の行動パターンとしては、まず目の前
の経営課題から解決し始めその全てが解決さ
れないと、「ＩＴ経営」に向かい合ってくれ
ない。

この点、小規模企業の経営相談を行う商工会
議所、商工会及び中央会が開催を呼びかける
ことで、事前・事後のフォローアップが可能
となり、効果的な研修開催が可能に。
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企業規模 平均年間IT予算（万円）

全 体 ３４５．９万円

２０人未満 ７３．９万円

２０人～４９人 ２２８．２万円

５０人～９９人 ３５７．５万円

１００人以上 １，００３．９万円

中小企業のＩＴ予算・購入先の実態

中小企業のIT予算は平均３４５.９万円。うち
「２０人未満企業」では７３.９万円で、月
額約６万円強。
IT購入先は「２０人未満企業」約４割以上が
「ノンサポートチャネル」（ネット通販や量
販店等）。
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ITメーカ・販売会社 商工会議所、商工会 ITコーディネータ

全体（1747) 54.4 22.9 21.4

20人未満（736) 45.9 32.3 17.1

20人～49人（358) 53.2 24.8 21.4

50人～99人（292) 62.0 15.8 27.7

100人～300人（364) 66.8 7.7 24.7

IT導入・利活用について相談・支援を受けたい人・組織
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平成20年度ＩＴ経営応援隊事業
経営者研修事業

24



ＩＴ経営応援隊事業スキーム

経済産業省

地域IT経営応援隊
事務局（全国9地域）

実施機関
IPA/ＪＵＡＳ

経済局

平成１９年度

委
託

地
域
応
援
隊
事
業

２．３億円 本
体
事
業

経済産業省

地域IT経営応援隊
事務局（全国9地域）

実施機関
IPA/日商/ＩＴＣＡ

経済局

平成２０年度

委
託

地
域
応
援
隊
事
業

３．１億円 本
体
事
業
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ＩＴ経営応援隊事務局の役割

情報処理推進機構
（事業統括）

○中小企業ＩＴ経営力大賞
○ＩＴ経営応援隊事務局運営

ITコーディネータ協会
（ＩＴ経営専門家集団）

○普及･啓蒙（啓発）事業
・阻害要因の分析
・内部人材育成の検討
・農業等におけるＩＴ経営普及

促進に向けた検討

日本商工会議所
（中小ユーザー企業集団）

○研修事業
・経営者研修
・ＣＩＯ育成研修
・ＩＴ経営気づき研修会

ITコーディネータ

【事業全体の管理運営】
・研修事業・大賞事業等の事業実施計画策定
・ＩＴ経営に関する研究活動
・応援隊事業成果の普及･啓蒙

担当事業

２

役 割

中小企業・支援組織／団体

ＩＴ経営応援隊事務局

大賞関係
（関係機関、応募企業）

研修関係
（実施機関、参加企業）

公募 公募
事業参画促進・広報
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ＩＴ経営応援隊事業内容

ＩＴ経営応援隊（本体事業）

○研修事業
・経営者研修会事業

（１日経営者研修会事業）
・ＣＩＯ育成研修会事業

○成功事例の収集・普及事業
・中小企業ＩＴ経営力大賞

○ＩＴ経営の普及促進
・ＩＴ経営応援隊事業の認知度向上
・ＩＴ利活用を促すための環境整備

（阻害要因の分析、内部人材育成の検討）
・農業等におけるＩＴ経営普及促進に向けた検討

○ＩＴ経営応援隊事務局

〔地域プラットホームの構築〕

地域の中小企業が実施するＩＴ活用型
経営革新及び中小企業を見据えた事業展
開を目指すＩＴ企業の意識改革をサポート。

○セミナー事業、個別企業支援
（研修会事業を除く）

○地域のニーズに応じたＩＴ経営の普及促
進個別企業支援

○地域ＩＴ経営応援隊事務局

（地域事業）
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「ＩＴ経営気づき研修会」の設置趣旨

経済産業省資料では、「小規模企業における有効なＩＴ
利活用（「ＩＴ経営」）を促進するため、小規模企業の
経営者等が参加、理解しやすい短期（簡易）型の経営者
研修会を全国各地において開催する。」と記載されてい
る。
「ＩＴ経営気づき研修」は、上記趣旨に鑑み、従業員
２０人未満の小規模事業経営者に対して、ＩＴ経営の必
要性について「気づき」をもたらし、「ＩＴ経営実践研
修」の段階へと導くための研修と位置づける。
研修対象
①商工会議所及び商工会地域の中小企業
②全国中小企業団体中央会の会員組織
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カリキュラム
次の視点を踏まえて構成を検討する。

①いわゆる「ＩＴトラウマ」「ＩＴ嫌い」のつか
みをどうするか。

②できうる限り現場感覚で、ＩＴ利活用の必要性
を訴える。（中小企業ＩＴ経営実践事例等の活
用）経営者の生の声で伝えることも一案。

③拘束時間は３時間が限度。
④ＩＴ経営実践研修へ導くクロージングとする。
⑤電子申請・申告等も盛り込めるように準備する。

「ＩＴ経営気づき研修会」における検討事項
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経営者研修会の展開イメージ

ＩＴ経営気づき研修 ＩＴ経営実践研修

中小企業ＩＴ経営力大賞

導入
支援
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ＩＴの利活用は必ずしも発展段階的に進むものでは
ないが。。。

ＩＴ発展段階



ＩＴ発展段階

第１段階 第２段階 第３段階 第４段階

ＩＴ経営気づき研修

ＩＴ経営実践研修

中
小

小
規
模

←

企
業
規
模→
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経営者研修会の対象



平成２０年度経営者研修会の比較表

ＩＴ経営気づき研修 ＩＴ経営実践研修

実施主体 商工会議所・商工会・中央会 全国公募に応募した法人

対 象 小規模事業者を中心とする中小企
業経営者等

中小企業経営者等

講 師 ＩＴコーディネータ、日商マス
ター等

ＩＴコーディネータ、中小企
業診断士等

趣 旨 ＩＴ経営への気づきを持たせる ＩＴ経営に必要な成果物を作
成する

成果物 アンケート（研修カリキュラム・
教材・講師等の評価、ＩＴ経営実
践コースの受講希望の有無等）

「経営戦略企画書（概要）」
と「ＩＴ経営企画書（概
要）」等
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【結び】

日商及び商工会議所は今後とも、ＩＴ経営応
援隊事業を通じて、ＩＴコーディネータの皆
様とともに、中小企業のＩＴ経営の普及に尽
力して参りたいと存じます。

よろしくご協力のほどお願い申し上げます。
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